
1 教育研究の理念・目標

1 -1 積雪地域災害研究センターの理念・目標

災害研は，新潟大学の学内共同教育研究施設として，積雪地域における自然災害に関する研究並ぴにそ

の対策技術を研究することを目的としている。研究活動については研究年報に報告し，本報告の研究活動

に見られるように活発に活動を行ってきたが，学生の災害教育や社会人への防災知識の普及も行ってきた。

過去5年間の全体的な動向は次のように要約できる。

1) 過去5年間，暖冬で新潟県下の降雪が少なく，融雪地すべり，雪崩災害は少なかった。

しかし，雪泥流災害が各地で発生し，調査を開始した。

2) 他方，頚城地方で群発地震が発生し，従来重点を置いてこなかった地震の調査を開始した。

3) 外国の研究者との共同調査・交流がが盛んになった。

1-2 教職員の構成・組織

現在の積雪地域災害研究センターの教員は教授4名，助教授 4名である。技術職員は 1名である。昭和

53年，地盤災害研究分野，雪氷技術研究分野，地水系保全研究分野で発足した。昭和56年，地すべり研究

分野が助手の定員振替により設置されて，助手の定員がなくなり現在の教員構成となった。平成 3年，地

すべり研究分野が時限により廃止され，新たに雪泥流研究分野が発足した。新分野の発足にともない，研

究者の適正配置のため分野聞の人事異動を行った。

(1）採用・昇任の基準と手順

採用・昇任の人事を行うに際しては，教員の数が少ないにも関わらず，多方面の災害の研究をして

きた災害研の特色を維持すること，及ぴ各自の専門研究に留意して，教員の会議で十分討議を行って

いる。

運営委員会（後述）は，採用・昇任人事の該当研究分野で必要としている人材について検討し，候

補者を選考するため，センター長を委員長とする教員選考委員会を設置する。教員選考委員会は，災

害研の専任の教員により構成される。教員選考委員会は，候補予定者の研究分野・研究業績・災害研

究の適性など研究教育全般にわたる評価を行い，候補者を決定する。

教員選考委員会は，選考した候補者について運営委員会に報告する。運営委員会は，提出された資

料と教員選考委員会の説明に基づき討議の後，投巣によって採否を決定する D

(2) 過去の主な人事

新分野設立による振替人事2件，教授の定年退職などによる外部からの新任教授の肴任が3件，助

教授の転任にともなう後任人事が 1件，教授の移動による教授，助教授の後任人事が各 1件あった。

新分野の設立にともない助手定員を振り替えたため，災害研には助手定員がなくなり，若い研究

者が災害研究をする機会が少なくなった。必然的に教員の平均年齢は高齢化せざるを得ない状況に

ある。
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災害研が行う災害研究の性質から，主として教員が，災害現場の多方面からの現地調査と，現場で

採取した資料，試料の分析・解析を行わざるを得ない。この様な調査，解析には，有能な技術職員や

研究補助者の協力が必要であるロ現在は僅かに 1名の技術職員が，地盤災害，地震災害，地すべりの

調査に専門技術をもって貢献している。しかし，災害研が保有している測定機器，分析機器を操作．

維持，管理する職員がなく，教員がその全てを分担している。

入手がないことは，既に集めた資料の解析にも困難を感ずる状態になっている。例えば，新潟県の

協力をえて，災害研には過去の膨大な地すべり調査資料を保有しているが，その整理，管理を行う職

員を欠いており，僅かに研究費で雇用した臨時職員により，資料のリストを作る程度の整理しか行え

ない。資料の保管と有効利用を考えるとき，データのディジタル化，マイクロフィルム化が必要でる

が，それには専門の技術職員が必要である。

1 -3 将来計画

1-3-1 将来計画の理念・目標

積雪地域災害研究センター設立 0978）以来， 15年を経た。この間に展開された災害対策が効果を表

し，積雪地域における各種災害の質的：民的変化が生じている。火山噴火や地震のような大規模突発災害

の危険はなくなったわけでなく，防災的研究を積極的に発展させなければならない。一方近年の産業活

動のめざましい発展にともない，積雪地域の環境問題が注目される状況になっている。地球環境問題を

背景として，今後の地域環境変化の追跡とその予測の研究を展開する必要がある。

大規模な災害は， l噴火・地震・気象などの自然現象によって発生している（自然災害）。近年人間活

動が大規模になって地球規模の自然環境破壊が発生し，新たな「環境災害」が生まれている。これまで

の自然災害研究の視野を広げ，多様な分野の専門家と協力して，自然災害と環境問題を統一的にとらえ

る視野をもった基礎的およぴ防災的な研究を展開する。

20世紀になって人口が爆発的に増加し，人々は仕事を求めて都市に集中している。地震・噴火・洪水・

台風・豪雪・地盤などの自然災害が発生すれば，大きな犠牲が発生しやすい状況が生まれ，大規模な災

害の危険はむしろ増加している（自然災害から環境災害への変質）。大学における災害研究は，災害の

原因追求と発生の機構解明などの基礎的研究に重点が置かれている。最近のハイテク技術の発展に支え

られて，災害の防災的研究が重要視されるようになっている（基礎的研究から防災的研究へ）。

くわえて大都市聞においては，近年大鼠のエネルギーを用いる大量生産・消費の人間活動によって，大

規模に廃棄物が放出され環境破壊が発生している（廃棄物・環境破壊）。環境破壊をこのまま放置すれば，

二酸化炭素増大・オゾン府の破壊・地球温暖化・海面上昇・森林破壊などの地球規模の環境破壊が，地

域の環境災害として出現し，生物が住めない地球になってしまうと心配されている（環境変化追跡研究）。

自然・環境災害の研究を発展させるためには従来の学問分野を越えた広い視野をもっ専門家を育成し

なければならない（学生・社会人の教育）。これらの災害はそれぞれの地域の歴史や風土によって異な

った表れかたをするので，国際的な人材育成およぴ共同研究を進める必要がある（国際交流入

これらの研究活動を展開するためには，環境解析のための高度な計測装置，環境計測のテレメータシ

ステム，資料解析システムなど，研究の手足となる設備の充実と研究者の増員と適切な配置を行い，災

害研を再構築することが不可欠である。
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1-3-2 自然災害研究の現況

1. 自然災害に関する研究は古くから行われてきたが，原因・機構・予測・対策についてある程度の成

果が上げられてきた（被害の減少）。

2.災害には地域的な性格が強く，積雪地域である新潟県では，豪雪・雪崩・地すべり・崩壊・土石流

（雪泥流），地盤災害が多発し，その研究についてかなりの成果を上げてきた。

3.災害研の自然突発災害研究として地震・火山・海岸災害等が残されている。現状では著しく不十分

な対応しかできていない。

4.戦後昭和30年代から人間活動による災害（公害）が多発し，県下では水銀汚染・地盤沈下などが問

題となった。各種の対策によって現在は鎮静化しつつある。

5. いわゆる地球環境問題は，昭和40年代のアポロ宇宙船の月面着陸成功のときに，地球を宇宙船にな

ぞらえて，地球を閉鎖系ととらえ，限られた空間でどのようにして人類の生存を持統させるかが，環

境問題の主要な課題となっている (1970年ニクソン教書－）。

6. I.B.P （食料）， I.H.D （水）というようなフcロジェクト研究が凡世界的におこなわれ，人類の将

来使用できる財産の総点検が進められた。この時点で主として環境問題は，世界人口の増加による影

響が論じられた。

7.昭和50年代に入ると人工衛星による探査，開発途上国の現地調査などにより地球環境の情報が集ま

るにつれ，破局的な自然破壊が，発展途上国を中心に広く進行している実態が明らかになり，アフリ

カの飢餓，インドの洪水，南米の地すべりなども環境破壊と結びついていることが明らかになってい

きた（地球環境破壊と災害規模の拡大）。

8.測定・観測技術の進展により，人工物質による化学汚染が地球の隅々にまでおよんでいることが明

らかになった（地球汚染）。

9.地球規模に広がっている環境災害は，地域の自然環境の急性破演として表れる例が多い。そのため

には普段の環境変化の実態を把握し，急性破壊にいたる微妙な異常変化を捕らえている必要がある。

このことは災害の予測・予知ともつながり，防災上の貴重なデータとなっている。

10.各種災害の実態・原因・予測を中心に研究を進めてきた当災害研の今後の研究は，常時環境変化の実

態をあきらかにしながら進める方向に転換すべきものと考える（環境変化と防災的研究の推進）。こ

のデータは，地球環境の変化が環境破壊にならないような予防対策を立てるのにも役立つ。

1-3-3 組織

以上のような理念・現状認識の元に，将来計画委員会では現状で最も欠けている分野を補い，将来の

あるべき災害研へつなげるための緊急な計画案と，将来期待される災害研の計画とを作成した。期待さ

れる災害研案については今後もさらに検討を加えて行くこととし，ここでは，現状を基にした緊急、の計

画案を示した。
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地盤防災 研究 分野
地盤沈下・地震による地盤液状化の防災的研究

斜面災害の防災的研究

雪氷災害現象の究明と対策に関する研究

雪氷防災研究分野 雪氷混層流の動態研究とその予知観測

凍上防止対策に関する研究

環境解析研究分野
地球化学的手法による環境解析研究

リモートセンシングによる環境解析研究

新潟焼山を中心とする多雪地妙高火山群の火山・地震・雪氷災害の

火山・地震防災研究分野 予知観測。ジオプレッシャー型地熱系と背弧盆地域の地震・池すべ

り研究

気水圏環境研究分野
気候変動と海面上昇に関する研究

海岸侵食防止研究

組織対応図

現在の研究分野と将来の研究部分野の組織の対応は次のようである。

現在の研究分野

地盤災害研究分野

雪氷技術研究分野

地水系保全研究分野

雪泥流研究分野

将来の研究分野

地盤防災研究分野

雪氷防災研究分野

環境解析研究分野

火山・地震防災研究分野

気水圏環境研究分野

国際協力研究施設

1-3-4 火山・地震防災研究分野（現在要求中）

火山：新潟焼山（2400m）は糸魚川市の南東15kmに位置し，火山活動は約3,000年からはじまり現在も

活動中である。焼山は，過去に大規模な火砕流・土石流を噴出し，最近200年間は，山項火口で水蒸

気爆発を繰り返している。火山体は小さいが幼年期の火山であり，将来大規模噴火を繰り返して大型

火山に成長する可能性がある。本火山の研究は，登山が禁止されているためにほとんどおこなわれて

いない。現在の火山活動をおこなっているマグマ溜まりの位置や規模，北部フォッサマグナの地殻変

動と火山活動との関連などの研究が期待されるが，全く手がつけられていない。本火山の噴火によっ

て周辺地域への降灰，火砕流・土石流の発生，冬季には豪雪地帯となり，雪泥流タイプの土砂・雪氷

災害が予想される。本火山の地震・地熱・噴気・熱水などの観測調査に基礎をおいた防災的研究を実

施するa この研究のために，焼山山項部に地震・磁力観測施設を糸魚川市笹倉地区に，地震・地下水

（井戸）観測施設を設置する。

地震：長野県北部から新潟県にわたる地域には，信濃川地震帯と呼ばれている地震多発地帯がある。本

地震帯に属する東頚城・魚沼丘陵では，最近群発地震活動が活発となっている。これらの群発性地震

の渓源は地下数km前後と浅く， したがってマグニチュウド 4～ 5程度でも，震央地区では被害が発生
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している。地震発生は地下2km以深の高圧熱水（ジオプレッシャー型）活動の影響を強く受けている

ものと推定される。ジオプレッシャー熱水系は，群発地震ばかりではなく，本地域の大規模な初期の

地すべり地帯の形成に，強く関与しているものと推定される。本地域の温泉・深層地下水が，地震活

動の前後に異常変動を示すことが認められるようになった。しかし，正確な観測資料は得られていな

い。ジオプレッシャー型熱水系による地震・地すべりは，新潟ばかりでなく天然ガス・石油を産出す

る大陸縁辺部や大規模地溝帯にも広く分布していると考えられるロこのような研究を防災的視点にた

って展開するために東頚城・魚沼丘陵の 3地点に，温泉・地下水観測施設を設置する。群発地震の規

模が小さいため，定点観測によるのでは震源決定が困難であることが明らかになった。公共的電源の

無い地点でも，観測ができる 4セットの携帯用地震計を用意し，本地域を 4年周期で巡回する観測研

究を展開する。ジオプレッシャー型熱水の研究には，深い地中・地下水中の水素・ヘリウム・アルゴ

ン・酸素・炭素などの軽い元素の安定同位体比を測定する質量分析器が必要である。

1-3-5 国際協力研究施設（要求予定）

自然災害・防災の分野における国際協力の必要性は増大している。それには主として 2つの側面があ

る。

1 .自然は多様である。各国がそれぞれの特異な条件で展開している災害・防災活動を学ぴ，わが国の

経験と比較し国際協力を通して災害科学，防災科学の発展をはかる。

2.海外の優れた研究者との交流

当災害研究センターでは，これまでも教官側人のレベルで活発に国際協力に取り組んできた。それは

国際的シンポジウムへの参加，各国の指導的研究者の招請など，多岐にわたっている。これらの実績に

立脚して，当災害研が国際交流を組織的に進め，効果的な協力がなされるメディアとなるために，当災

害研の付属施設として，「国際協力研究施設」を設置したいD

「国際協力研究施設」は発展途上国の研究者，技術者の研修施設の役割を持つと共に，県下およぴ周

辺地域には，恵まれた研究・実習地を持つので，各国の指導的研究者を招請し，意見交換や共同研究が

行える施設とする。

2 教育活動

2-1 積雪地域災害研究センターの教育理念・目標

積雪地域災害研究センターは，学内共同教育・研究のセンターとして地盤災害研究分野，雪氷技術研究

分野，地水系保全分野の 3分野で発足したD 現在はそれに雪泥流研究分野が設けられている。災害研には

固有の学生定員がないので，他部局の学生にたいしての教育に参加している。教員のそれぞれの分野は，

基礎とする学問分野をことにする研究者から構成されている。それぞれの教員がその専門を生かし，理・

工・農学の各学部・大学院教育に携わってきた。これらの教育は各教員の専－門を生かした授業であり，そ

れぞれの部局のカリキュラムにしたがって，教育を行っているものであり，専ら災害教育を行っているも
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